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国登別市
区　分

勧奨・定年退職自己都合退職勧奨・定年退職自己都合退職

３０．５５月分２３．５０月分３０．５５月分２３．５０月分勤続２０年

４１．３４月分３３．５０月分４１．３４月分３３．５０月分勤続２５年

５９．２８月分４７．５０月分５９．２８月分４７．５０月分勤続３５年

５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分５９．２８月分最高限度額

◆退職手当の支給割合
 （４月１日現在）

※経過措置により、旧条例額の保障・新条例額の抑制
などの支給調整があります。
※市では、独自削減として、上記により算定された退
職手当額から４．７％を削減しています。

◆期末・勤勉手当の支給割合
 （４月１日現在）

※期末･勤勉手当は､民間企業のボーナスに当たります。
※平成２１年６月期支給分は、期末手当を０．１５月分、勤
勉手当を０．０５月分削減しています。

備　考国登　別　市区　分

職務の級
などによ
る加算措
置あり　

０．７５月分勤
勉

１．４月分期
末

０．７５月分勤
勉

１．４月分期
末

６月期

０．７５月分１．６月分０．７５月分１．６月分１２月期

４．５月分４．５月分計

◆特別職、教育長の給料などの状況
 （４月１日現在）

※市長、副市長、教育長の給料は、平成１９年１０月から
当分の間、市長は２０％、副市長は１５％、教育長は
１２％を削減しています。
　また、平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで
の間、市長の給料は、月額１万円を削減しています。

※平成２１年６月支給分期末手当は、０．２月分を削減し
ています。

期末手当の支給割合月　　額区　　　分

６月期　２．１２５月分
　１２月期　２．３２５月分　

６８６，０００円市　長

給　料 ５９５，０００円副市長

５２８，０００円教育長

　計　　４．４５　月分
（一般職と同様に
加算措置があります）

４００，０００円議　長

報　酬 ３５０，０００円副議長

３２０，０００円議　員

市職員の給与などの状況

◆部門別職員数の状況
 （各年４月１日現在）

（単位：人）

対前年増減数職　員　数
区　　分

Ｈ２１Ｈ２０Ｈ１９Ｈ２１Ｈ２０Ｈ１９

５５５議　　会

一　般
行　政
部　門

△４△２８８９２９２総務企画

△１△１１２３２４２５税　　務

△４△８△１８４８８９６民　　生

△１△２２５２５２６衛　　生

１１１労　　働

△１△１６６７農林水産

△２１１３１３１５商　　工

△２△３△３３３３５３８土　　木

△１１△１６△７２７８２８９３０５小　計

△５△２△５３４４０４２教　　育
特　別
行　政
部　門

８５８５８５消　　防

△５△２△５１２０１２５１２７小　計

△１６△１８△１２３９８４１４４３２普通会計合計

△１１７１７１８水　　道
公　営
企業等
会　計
部　門

△１△１１５１５１６下 水 道

△１１３２４２５２４そ の 他

△１△１２５６５７５８小　計

△１７△１９△１０４５３４７１４９０総　合　計

※市長、副市長、教育長は含みません。

◆登別市独自の給与の削減の状況

※平成１９年１０月１日から削減率を改正しています。

【嘱託員】
内　　　容項　目期　間

基本手当から１．７％を削減 基本手当Ｈ２０．４．１～ 
 Ｈ２３．３．３１

【職　員】
内　　　容項　目期　間

●一般職職員は、基礎給料月額から５％を削減
●管理職職員は、基礎給料月額から６％を削減給　　料Ｈ１９．１０．１～ 

 Ｈ２３．３．３１

退職手当額から４．７％を削減 退職手当Ｈ１６．１０．１から
 当分の間

【特別職・教育長】
内　　　容項　目期　間

市長は給料月額の２０％、副市長は給料月額
の１５％、教育長は給料月額の１２％を削減　

給　　料

Ｈ１９．１０．１～ 
 当分の間

市長の給料月額を１万円削減 Ｈ２１．４．１～ 
 Ｈ２４．３．３１

削減前の給料月額を基に算出した額から
市長は２０％、副市長、教育長は１０％を削減退職手当Ｈ１９．１０．１から

 当分の間

◆平均給料月額と平均年齢　
 　（４月１日現在）

技能労務職一般行政職区　　　分

３１９，１２７円３１３，６１２円平均給料月額

３６２，４０３円３７４，２５８円平均給与月額

５１歳９月４４歳２月平均年齢

※給与月額＝給料＋諸手当


